
SCMロジスティクススコアカード(LSC)回答用紙 
平成（  ）年（  ）月（  ）日 

スコアカード記入上の注意とご協力のお願い 
本ページ下欄の貴社（貴事業部）概要、およびスコアカード回答欄に必要事項をご記入のうえ、本ページのみ切り離して

ご提出ください。 
 
• 該当すると思われるレベルを回答欄に記入して下さい。 
• 該当していると思われる場合でも条件をすべて満たしていない場合にはそのレベルより一段階下のレベルを選択して下さい。

それでも２つのレベルの中間にあると考えられる場合で、例えばレベル２と３の間では、２.５と判定しても結構です。 
• 貴社／貴事業所では明らかに必要としない、該当しないという項目については、回答欄に N/A または“－”を記入して下さい。 
• 項目によっては、担当の業務部門の意見や取引先・顧客の意見も参考にしながら、なるべくグループでの評価をお勧めいたし

ます。 
• 事業（部署/取り扱い製品）によって業務内容・形態等大きく異なる場合は、事業（部署/取り扱い製品）別の回答を強くお勧めい

たします。 
• ご提出いただいたデータに関しては、外部に公表することは決してありませんので、ご協力よろしくお願いします。 
 
貴社または貴事業部について、差し支えない範囲で□内に✔をつけ、（  ）内に具体的内容をご記入下さい。 
１．貴社／貴事業部名 （                                           ） 
 
２．貴社／貴事業部の業種 
   □製造業（ご回答いただく主な取り扱い製品：                                              ） 
      食品  □①日配品・飲料  □②素材・加工食品 
      化学  □③素材系  □④消費財系 
      繊維・製紙  □⑤繊維・製紙 
      医薬品  □⑥医薬品 
      電機・機器  □⑦一般用機器  □⑧業務用機器 
      自動車  □⑨自動車・輸送機  □⑩自動車・電気部品 
   □物流業 
      □⑪物流子会社 □⑫３ＰＬ   □⑬独立系 
   □その他 （                    ） 
 
３．貴社／貴事業所の年間売上高 
   □①３億円未満  □②３～２０億円  □③２１～５０億円  □④５１～１００億円 
   □⑤１０１～２００億円 □⑥２０１～５００億円 □⑦５０１～１０００億円 □⑧１００１億円以上 
 
４．貴社／貴事業所の従業員数 
   □①２０人未満  □②２１～５０人  □③５１～１００人  □④１０１～２００人 
   □⑤２０１～５００人 □⑥５０１～１０００人  □⑦１００１人以上 
   ・うちパートの人数 
   □①０  □②１割未満  □③１～２割未満  □④２～３割未満 
   □⑤３～５割未満 □⑥５割以上 
 
５．外部委託している業務内容（一部でも該当しているものをすべて✔して下さい） 
   □①なし  □②構内物流業務  □③製造業務  □④製品物流業務 
   □⑤情報処理業務 □⑥その他（                         ） 
 
６．スコアカード記入者またはグールプ名と連絡先 
   記入者または記入グループ名 （                            ） 
   連絡先 Tel/Fax：                       E-mail：                                 
 
スコアカード各項目のレベルを以下の回答欄にご記入下さい。 
 

１．企業戦略と組織間連携 ２．計画・実行力 ３．ロジスティクスパフォーマンス ４．情報技術の活用の仕方 
 ② ③ ④ ⑤ ① ② ③ ④ ⑤ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
問合せ先：東京工業大学 大学院社会理工学研究科 経営工学専攻 圓川研究室 LSC 調査担当 

〒152-8552 東京都目黒区大岡山2-12-1，W9-57 
Tel/Fax：03-5734-2823 E-mail：lsc@ie.me.titech.ac.jp 



SCM ロジスティクススコアカード（3PL 版 Ver4  2005/10/26） 
1.企業戦略と組織間連携 

中項目 回答欄 レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５ 備考（言葉） 

① 企業戦略の明確さと３PL の位置

付け 

  

企業トップの SCM やロジスティク

スについての戦略・方針がなく、

改革を担当する部署もない 

３PL に向けての推進の担当部署

はあるが、活動は部どまりで、トッ

プの積極関与や明確な戦略はな

い 

トップ（担当役員）のもとに、本格

的３PL への推進組織はあるが、

全社的な浸透までには至ってい

ない 

明確な戦略のもとでトップ（専務・

常務クラス以上）が主導し、推進

が進みつつある 

社長のリーダーシップと明確な戦

略のもとに、環境変化に即応可能

な全社的体制が出来ている 

サプライチェーン・マネジメント（Supply Chain Management, SCM)：顧客や消

費者を起点とする情報を共有化し、供給連鎖を連携しながら同期化させる

ことによって市場の変化に迅速対応する取り組み。業種や組織間の連携の

形態によって、ECR、QR、CPR、VMI、3PL、CPFR、BTO、CTO 等の様々な

用語が出現している。 

② 取引先(荷主、物流子会社の場合

には親会社を除く)との取引条件＊の

明確さと情報共有＃の程度 
 
＊納期･値引･在庫負担･運送条件 
＃計画内示、在庫情報等 

  

主要取引先と取引内容の合意形

成や情報共有がないか、一方的

受身の立場である 

主要取引先と、取引内容の合意

形成が一部あるが、検討段階の

ものもある 

主要取引先とは、明文化された合

意はあるが、互いにメリットを享

受するゲインシェアリングの取組

みまでは至っていない 

明文化された取引の合意があり、

一部は情報共有に基づくゲインシ

ェアリングを目指した連携の取組

みを開始している 

明文化された取引の合意ととも

に、戦略と情報共有に基づくゲイ

ンシェアリングの連携体制が確立

されている 

  

③ 特定主要顧客（荷受）との取引条

件＊の明確さと情報共有＃の程度 
 
＊納期・納品条件、在庫負担、返品条件等 
＃需要・在庫情報、内示予測等 

  

主要納入先と取引内容の合意形

成や情報共有がなく、常に受身の

立場での意思決定がなされてい

る 

主要納入先と、取引内容の合意

形成が検討段階にある 

主要取引先とは、明文化された合

意はあるが、互いにメリットを享

受するゲインシェアリングの取組

みまでは至っていない 

明文化された取引の合意があり、

一部は情報共有に基づくゲインシ

ェアリングを目指した連携の取組

みを開始している 

明文化された取引の合意ととも

に、戦略と情報の共有に基づく連

携体制が確立されている 

  

④ 顧客満足（荷主、荷受）の測定とそ

の向上のための社内体制 

  

自社のコアとなる顧客について、

明確な定義がなく、クレームがあ

ってもその場しのぎの対応になっ

ている 

顧客の定義は明確にしているが、

定期的な満足度調査はなく、クレ

ーム等の顧客の声の蓄積もして

いない 

定期的に顧客満足度調査を行っ

ているが、その対応については

営業任せになっていて社内連携

は低い 

定期的・定量的な顧客満足度調査

が行われ、その向上のための社

内関連部門の連携が出来ている

レベル４＋顧客とその顧客の満

足度評価を共有し、新サービス企

画に活かすパートナーシッププロ

グラムがある 

  

⑤ 人材育成とその評価システム 

  

顧客や全体最適の視点での仕事

の仕方に必要な人材育成プログ

ラムは特に用意されていない 

啓発や意識付けのスローガンは

あるが、具体的な人材育成プログ

ラムは存在しない 

リーダーシップや創造的提案能力

を育成するプログラムがあり、実

践されている 

レベル３＋その能力や成果に基

づく評価システムが連動し、組織

のエンパワーメント向上につなが

っている 

レベル４＋知識やノウハウをチー

ムや組織で共有するためのナレ

ッジマネジメントの仕組みがあり

うまく機能している 

ナレッジマネジメント：社員や部門が保有している知識やノウハウを組織と

して蓄積し、それを共有化することによって企業活動に生かすための取り

組みやシステム。 

 
2.計画・実行力 

中項目 回答欄 レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５ 備考（言葉） 

①資源（輸送手段）や在庫・拠点の

DFL に基づく最適化戦略と提案力 

  

手持ちの資源や拠点について問

題意識や戦略は特にもっていな

く、提案力もない 

問題は感じているが具体的見直

しの戦略・戦術は出来ていなく、

荷主への提案までも至っていな

い 

自社の拠点や輸配送手段の見直

しに基づき最適化を図る戦略を持

ち、荷主への提案も進めている 

レベル３のシナリオが荷主や顧

客（荷受）を巻き込んだものになっ

ている 

サプライチェーンを見渡し商品設

計・構成まで含めた変化対応のた

めの共同化やカテゴリーマネジメ

ント戦略等までリーダーシップを

発揮している 

DFL（Design For Logistics）：多様化や変化に対応しながらロジスティクスの

効率化を維持するために、製品・荷姿の再設計や、補充や物流プロセスの

再構築まで遡った対策・考え方の総称。 
カテゴリーマネジメント：ブランドやアイテムといった単位ではなく、消費者

の購買ニーズに基づく商品カテゴリーを戦略的なユニットとして、取引関係

にある、メーカーと小売業が協力して売場効率の向上を推進する戦略的連

携。 
② 市場動向の把握と荷主需要予測

支援 
  

荷主依存で独自では市場動向の

把握の努力はしていない 

荷主の特定商品についてのみ過

去の荷動き数量を参考にし、市場

動向の予測を行っている 

主要商品について荷主を巻き込

んだ市場動向の分析が行われ、

作業の平準化や効率化に活かさ

れている 

荷主および顧客（荷受）と協働で

行い、市場動向の変化にフレキシ

ブルにコディネート出来る 

レベル４を行うための需要予測シ

ステム等の IT 支援システムが整

備されている 

  

③ SCM の計画（受注から配車まで）

の共有と精度 

  

荷主のSCMの計画（販売、製造、

補充、配送）には一切かかわって

いない 

一部の計画（補充、配送等）につ

いて月レベルの荷主と共有してい

る。 

レベル２を週レベルの計画を共有

している 

SCM の計画の大部分を荷主と週

レベルでローリングさせながら連

動させながら共有している 

レベル４を日レベルで連動しなが

ら計画・調整出来、時間レベルで

のコーディネーションを任されて

いる 

  

④ 在庫・進捗情報管理（トラッキング

情報）精度とその情報の提供 
  

補充活動の進捗や荷主の在庫情

報のトラキングは特にやっていな

い 

大体日レベルの進捗管理や月レ

ベルでの荷主在庫の管理を行っ

ている 

自社責任分であれば在庫情報を

含めてすべての活動の進捗の日

レベルで追跡できる体制にある 

荷主の補充・在庫情報を含めて、

日・時間レベルの追跡が出来る体

制にある 

荷主・顧客（荷受）を含めてサプラ

イチェーン全体での補充・在庫情

報が追跡でき、戦略的にその情

報を提供出来る 

  

⑤ 事業プロセスの標準化・可視化の

程度と体制 
  

仕事の仕方の標準化やユニットロ

ードの活用もまだあまり出来てい

なく、ブラックボックス化している

活動がある 

大体の仕事の手順は標準化され

ているが、全体の仕事の流れは

必ずしも可視化されていない 

標準化やユニットロードの活用は

十分なされているが、荷主・顧客

とのインターフェイス部分の活動

が可視化出来ていない 

インターフェイス部分を含めた仕

事の流れが標準化、可視化され、

自社内の仕事の改善・改革が行

われている 

レベル４に加えて、事業ごとにパ

ートナーと連携した供給連鎖のプ

ロセスが見え、同時に改革が行

われている 

インターフェイスコスト：物流に代表される組織間のインターフェイスで発生

するコストであり、受発注等の情報授受や処理のためのコストを含む。情報

共有されていない状況では様々なハンドリングに伴うコストが発生している

状況である、いわゆる物流コストで把握できていない部分が多く占める。 

 



SCM ロジスティクススコアカード（３PL 版Ver4  2005/10/26） 
3.ロジスティクスパフォーマンス 

中項目 回答欄 レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５ 備考（言葉） 

① ジャストインタイム 
(フロア・レディ＊)の実践 
＊情報共有に基づく情物の同期化による待

ち時間ﾚｽ、段取ﾚｽの取り組み 

  

ジャストインタイムという考え方や

意識は、組織内にない 

ジャストインタイムという考え方は

あるものの生産・補充・荷役・配送

に生かされていない 

シングル段取、外段取、フロアレ

ディというような対策が個々の活

動についてある 

配送計画からピッキング順序を決

め配車という様な情報の流れと同

期化したジャストタイムの取り組

がある 

レベル４の取り組みが荷主、顧客

を巻き込んだものになっている 

  

② 荷主在庫回転率 

  

主要荷主の在庫回転率指標を測

定していない 

主要荷主の在庫回転率は共有・

把握しているが、その改善につい

ての提案はしていない 

主要荷主については、カテゴリ

ー･アイテム別に在庫回転率を把

握している（把握の精度は週単位

で、実績は年１２回転以下） 

レベル３を日単位の管理精度で

行い（実績は１２回転以上）、その

改善を協働で行っている。 

時間単位の管理精度で年２４回転

以上の実績で、その改善のリー

ダーシップをとっている 

キャッシュツーキャッシュ：現金収支であるキャッシュフローのサイクルタイ

ム。売掛金回転日数＋在庫回転日数－売掛金回収日数で定義される資金

回収のスピード 

③ 顧客（受注＊から納品まで）リード

タイムと積載効率 
＊見込産業の場合は、計画立案から 
納品まで 

  

受注から納品までのリードタイム

が長く、荷主からの責任分のリー

ドタイム短縮や効率化の要請を頻

繁に受けている 

自社責任分のリードタイムや積載

効率は把握している 

顧客リードタイムを把握・管理し、

その中で積載効率を高める配車

計画とリンクさせている 

レベル３＋平均顧客リードタイム

が２日以内で、常にリードタイム

短縮努力がなされている 

レベル４＋積載効率が平均８０％

以上を実現している 

  

④ 納期・納品遵守率／物流品質 

  

納期遵守率（納期遵守件数／オ

ーダー件数）、納品率（正確納品

件数／オーダー件数）を把握して

なくクレームも多い 

納期遵守率、納品率を把握してい

るが、共に９５％以下 

いずれも９５～９９％にあり、納期

遅れ、欠品・誤配、破損の発生源

のデータの収集が行われている 

いずれも９９％以上であり、発生

源データに基づき、ポカヨケ等の

未然防止対策が継続的にとられ

ている 

レベル４＋荷主・顧客と連携し、指

標を維持し効率化を図るための

検品ﾚｽ等の取り組みを推進して

いる 

  

⑤ トータル物流コスト＊の把握 
＊受注管理コスト（含む運賃）、在庫維持コ

スト、計画管理コスト、情報システム管理コ

スト等の物流に関連するトータルコスト 

  

自社内のコストしか把握してなく、

運賃の合理的根拠も必ずしも持っ

ていない 

自社内コストは客観的分析データ

のもとに把握しているが、荷主の

観点から物流コストは把握してい

ない 

自社のコストだけでなく、荷主の

観点から一応の物流コスト（運賃

＋保管＋管理費）は把握している

荷主の立場から SCM 総コストと

いった ABC 等の客観的分析のも

とに把握し、改善提案が出来る 

荷主、自社、顧客を横串にしたサ

プライチェーンのトータル物流コ

ストが把握でき、その削減ための

ゲインシェアリングが描ける 

  

⑥環境対応について 

  

環境問題に関心はなく、会社・事

業部など組織として特に対策もし

ていない 

環境対応の必要性は理解できる

が、特別な行動はおこしていない

ISO１４０００取得など、全社的な

環境問題の取り組みをしている。

また、社内に環境に関連した組織

が存在し、社外への対応と社員

への啓発を実施している 

レベル３に加えて、荷主の環境負

荷を考慮した物流合理化（往復率

改善、エコドライブ、包装資材削

減など）に貢献している 

レベル４をローコストで実施し、環

境対応型の物流システムを自社

の重要な競争戦略と位置付け豊

富なサービスメニューを提供して

いる 

  

⑦サプライチェーン総コスト（トータル

物流コスト）＊の把握について 
＊受注管理コスト（含む運賃）、在庫維持コ

スト、計画管理コスト、情報システム管理コ

スト等の物流に関するトータルコスト 

  

販売管理費や製造原価は把握し

ている。しかし、自社の物流コスト

は正確には把握していない 

自社内のロジスティクスに関係し

たコストに関して、自家物流費、

支払物流費、保管費等は把握し

ている 

レベル２のことを、取引先別、顧

客別に大まかに把握し、収益管理

に活用している 

ABC 等の分析により管理費を含

めた自社のトータルロジスティク

スコストに相当するものを、取引

先別に把握し、収益管理だけでな

く改善や改革に活かしている 

レベル４に加えて、自社だけでな

くサプライヤー、得意先を横串に

したトータルロジスティクスコスト

が把握できており、その削減によ

るゲインシエアリングシナリオが

出来ている 

ABC(Activity Based Costing)：活動基準原価計算と呼ばれる管理会計の方

法。特に実態の把握しにくい間接費を、機械的に配賦するのではなく、コス

ト格差をうむ単位でアクティビティを定義することによって正確に算出する

方法 

 
4.情報技術の活用の仕方 

中項目 回答欄 レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５ 備考（言葉） 

① ＥＤＩのカバー率 

  

どの顧客・取引先ともネットワーク

で結ばれていない 

一部顧客・主要取引先の要求に

応じて導入しているが、あくまで

受身の立場である 

EDI の使用率は５０％以上である

が、大半が自社または顧客・取引

先の専用標準である 

レベル３において、EDI のやり取

りのほとんどが社内システムとリ

ンクし、手作業を伴わない 

一部例外を除いてほとんどが社

内システムとリンクした EDI 化が

なされており、オープン標準の採

用や移行にも積極的である 

EDI(Electronic Data Interchange 電子データ交換)：帳票等の商取引で必要

なデータをデジタル化してネットワークを介して交換。交換メッセージには

取引先グループ内でしか通用しない専用標準とオープン標準がある。オー

プン標準には国内標準として CⅡ標準に基づく JTRAN、国際標準として

UN/EDIFACT がある。最近はインターネットを用いた簡易的な EDI として、

WebEDI や XML EDI がある。 
② バーコード（AIDC）の活用度 

  

バーコードを用いた管理は行って

いない 

バーコードを用いた検品等を行っ

ているが、そのデータを他目的に

活用するような使い方になってい

ない 

読み込みデータを他のシステム

で活用する等情物一致の効果も

出している例がある 

レベル３の活用を拡大させるため

に、業務改革とセットで情物一致

の手段としてバーコードをとらえ

ている 

レベル４に加えて、２次元シンボ

ルや IC タグの最適な組合せの下

で、EDI とのリンクによるサプライ

チェーンレベルでのロジスティク

ス改革が実行あるいは視野に入

っている 

AIDC（Automatic Identification and Data Capture）：バーコード（１次元、２次

元）、ＲＦＩＤ（またはＩＣカード）等の情物一致のための自動認識技術の総

称。 

③ PC、業務・意思決定支援ソフト

（ERP、SCM ソフト等）の有効活用 

  

業務にパソコンも活用していない 業務システムの一部にパソコンを

活用している 

日常管理的な業務システムの大

半はパソコン等コンピューター化

されている 

レベル３に加えて、意思決定支援

（配車計画立案等）のツールとし

て情報技術を活用 

ERP や SCM ソフト、CRM 等の情

報技術を活用しており、その有用

性を更に高めるため、アウトソー

シングすることなども視野に入れ

ている 

ERP（Enterprise Resource Planning）：販売、生産、会計といった企業の基幹的

な情報処理業務を統合化した新しい形態のパッケージソフト。 
SCM ソフト：ERP に対して、経営上の計画や意思決定支援を目的としたソフ

ト。需要予測から、販売計画、生産・物流計画等を同期化させながら最適化

を目指したロジックよりなる。 

④オープン標準・ワンナンバー化へ

の対応度 
  

情報技術の活用にオープン標準

の採用や、有効活用のためのワ

ンナンバー化は視野にない 

レベル１について、その必要性は

理解している 

自社内についてはコード類のワ

ンナンバー化や情報技術の能力

を引き出す業務のシンプル化を

行っている 

レベル３を荷主を含めて実現し、

EDI 等のオープン標準の採用ま

たは検討している 

レベル４を、取引先、顧客を含め

て実現し、オープン標準採用にも

イニシャティブをとっている 

ワンナンバー化：貨物や商品のコード類の部門や組織、そして国を超えた

１つのナンバーを与えることで、再入力やリハンドリングを防ぐことを目的と

したもの。EDI や ADC 技術を組織間で有効活用するための大きな要件で

もある。 

⑤ 取引先への意思決定支援の程度 

  

取引先や顧客のシステムや意思

決定の仕方の根拠は知らなし、関

心もない 

取引先や顧客の意思決定の仕方

は大体はわかっているが、使用

システムについては把握してい

ない 

取引先や顧客の活用システムも

把握しているが、ゲインシェアリン

グを実現するための提案や動き

はしていない 

ゲインシェアリングを実現するた

めの相互のシステムの運用方法

や意思決定の変更等を提案をは

じめている 

ゲインシェアリングを実現し、常に

その改善・改革のためのイニシャ

ティブを取り、取引先や顧客に提

案・支援を行っている 

  


